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午前10時１分開会

会議に付した案件

○概要説明

商工観光労働部

１．県産品の輸出拡大に向けた取組等につい

て

○協議事項

１．委員会の調査事項について

２．海外調査について

３．県内調査について

４．次回委員会について

５．その他

出席委員（12人）

委 員 長 中 野 一 則

副 委 員 長 日 髙 陽 一

委 員 星 原 透

委 員 宮 原 義 久

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 二 見 康 之

委 員 清 山 知 憲

委 員 田 口 雄 二

委 員 渡 辺 創

委 員 新 見 昌 安

委 員 図 師 博 規

委 員 西 村 賢

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

商工観光労働部長 中 田 哲 朗

企業立地推進局長 黒 木 秀 樹

観光経済交流局長 福 嶋 清 美

商 工 政 策 課 長 小 堀 和 幸

企 業 振 興 課 長 河 野 譲 二

食品・メディカル
柚木崎 千鶴子

産 業 推 進 室 長

企 業 立 地 課 長 温 水 豊 生

観 光 推 進 課 長 岩 本 真 一

オールみやざき
中 嶋 亮

営 業 課 長

事務局職員出席者

政策調査課主査 森 田 恵 介

政策調査課副主幹 花 畑 修 一

○中野委員長 ただいまから海外経済戦略対策

特別委員会を開会いたします。

本日の委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付の日程（案）をごらんください。

本日は、商工観光労働部から、県産品の輸出

拡大に向けた取組等について、説明いただきま

す。

その後、委員会の調査事項等について御協議

をいただきたいと思いますが、このように取り

進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 はい、それではそのように決定

いたしました。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

本日は、商工観光労働部に出席をいただきま
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した。

執行部の皆さんの紹介につきましては、お手

元に配付の出席者配席表にかえさせていただき

ます。

それでは、概要説明をお願いいたします。

○中田商工観光労働部長 おはようございます。

商工観光労働部でございます。本日はどうぞよ

ろしくお願いいたします。

では、座って御説明させていただきます。

前回の委員会では、関係部の職員も出席の上、

みやざきグローバル戦略の実績と今後の取り組

みについて御説明させていただきましたけれど

も、本日はお手元に配付しております特別委員

会資料の目次にございますとおり、県産品の輸

出拡大に向けた取り組み等について、商工観光

労働部から御説明させていただきます。

詳細につきましては、この後、担当課長から

説明をさせていただきますので、どうぞよろし

くお願いいたします。

なお、本日、次長の佐野が所用により欠席と

なっておりますので、御報告をさせていただき

ます。

私からは以上でございます。

○中嶋オールみやざき営業課長 オールみやざ

き営業課でございます。

それでは、委員会資料の１ページをお開きく

ださい。県産品の輸出拡大に向けた取り組み等

について、御説明いたします。

まず、１の本県の輸出の概要等でございます。

（１）の輸出額・輸出企業数の推移をごらん

ください。

こちらは、毎年県内企業に対して調査を行っ

ております「貿易企業実態調査」の結果をお示

ししておりますが、グラフにございますとおり、

実線で描いております輸出額は、平成19年

の1,576億円をピークに、平成20年に発生した、

いわゆるリーマンショックに起因する世界的経

済不況の影響によりまして、平成21年には大き

く落ち込んだものの、その後は増加に転じまし

て、平成27年の輸出額は1,546億円になっている

ところでございます。

また、点線で描いております輸出企業数につ

きましては、平成27年には157社となっており、

ここ３カ年は横ばいとなっている状況でござい

ます。

なお、この157社は、県内に本社機能を有する

企業、いわゆる県内企業に加え、県外からの誘

致企業の工場など、県内で活動する企業で、輸

出を行っていると回答した企業の合計数となっ

ております。

続きまして、（２）品目別の輸出状況でござい

ます。

ここでは品目別に平成25年から27年までの実

績を記載しております。

表の一番右の平成27年の輸出額をごらんいた

だきますと、一番上の原料別製品、これは主に

繊維製品でございますが、約608億円と最も多く、

次いでその下の電気機械や輸送用機械等の機械

器具が約475億円、次いでその下のプラスチック

等の化学製品が約406億円となっております。

また、その下の食料品・飲料につきましては、

肉類や魚介類等になりますが、金額的には26億

円と全体に占める割合は大きくはございません

が、ここ数年、順調に伸びてきている状況となっ

ております。

続いて、右側の２ページのほうをごらんいた

だきたいと思います。

（３）国別の輸出状況でございます。

ここでは、平成25年から27年までの輸出状況

を金額の多い順に掲載しております。
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表の一番右、平成27年の輸出額につきまして

は、中国が最も多く、全体の17.4％、次に韓国、

アメリカ、台湾、イタリアと続きまして、上位

５カ国で本県の全輸出額のおよそ６割を占めて

いる状況にございます。

本県の輸出の概況に関する説明は以上ですが、

本日はお手元に「宮崎の貿易」という、黄緑色

の表紙の冊子をお配りしておりますので、こち

らにつきましては、詳細が載っておりますが、

後ほどごらんいただきたいというふうに存じま

す。

それで、同じく、２ページの２、県内企業の

海外進出状況（業種別）をごらんください。

これは、昨年度、県内企業の海外進出状況に

つきまして、より詳細な状況把握を行うため、

先ほど御説明いたしました「貿易企業実態調査」

とは別に県内企業にお願いしまして調査を実施

したものでございます。

この調査を商工会議所が実施する「県内企業

景況調査」や、県が実施する「貿易企業実態調

査」の対象企業など、県内企業1,646社を対象に

調査票送付による書面調査を実施し、その結

果、333社からの回答がございました。

その中で海外進出中と回答のあった企業は77

社ございまして、県内に本社機能を有する企業、

いわゆる県内企業は58社ございました。

この表は、この58社につきまして集計、分析

を行ったものでございます。

まず、一番左の進出企業数の欄をごらんいた

だきますと、海外進出している県内企業のうち、

最も多い業種は、食料品・飲料の45社でござい

ます。

その右、産業分類としては、その多くが製造

業で、進出形態としては現地企業との業務提携

が最も多くなっております。

さらに、これらの企業の主な進出先としまし

ては、香港、シンガポール、台湾などの東アジ

アやＡＳＥＡＮ地域が多くなっております。

続きまして、３ページをお開きください。

３、県産品の輸出拡大に向けた平成29年度の

取り組みについて御説明いたします。

県におきましては、一昨年度に策定しました

グローバル戦略に基づきまして、県産品の輸出

拡大等に向けた取り組みを体系的に実施してい

るところでございます。

（１）輸出に取り組みやすい環境づくりとし

まして、まず、県の海外拠点機能である上海及

び香港事務所や、香港、台湾、シンガポール、

ＥＵ及び北米に設置する輸出促進コーディネー

ター等を活用して収集した現地情報を県内企業

に提供するとともに、②にございますように、

ジェトロ宮崎との連携による貿易関連セミナー

の実施等により、貿易知識の修得や輸出に取り

組む意識の醸成、きっかけづくりを行っており

ます。

次に（２）マーケットインの商品づくりにつ

きましては、各国・地域に配置した４名の輸出

促進コーディネーターが来県した際の企業面談

等の機会を利用しまして、各国のニーズに沿っ

た商品開発に関する助言を行うとともに、②に

ありますように、県内企業の海外進出を支援す

るための補助金を活用し、企業の海外展開を支

援することとしております。

次に、（３）県内生産品の認知度向上につきま

しては、知事トップセールスを初めとするプロ

モーション活動や、海外見本市等の情報提供と

県内企業の出展支援を行っております。

また、右側のページになりますが、タイにお

ける医療機器の認知度向上に向けた取り組みと

しまして、宮崎大学、九州保健福祉大学と連携
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したタイの大学における医療技術と機器のパッ

ケージによるＰＲ等を行うこととしております。

続きまして、（４）海外拠点機能等を活用した

企業の販路開拓・拡大につきましては、①海外

事務所や輸出促進コーディネーターによる販路

拡大支援、②新華日本食品やシンガポール伊勢

丹など、県が連携協定を締結した現地商社との

共同による新たな販路開拓を行うとともに、③

海外や国内商社バイヤー招聘による産地・加工

施設等の視察や商談会の開催、さらには、④九

州各県と連携した現地商談会の開催等を行うこ

ととしております。

次に、（５）の流通ネットワークの充実・強化

につきましては、①県内の空港、港湾を起点と

した物流ルートの構築に向けた取り組みや、②

県内の商社等と連携した効率的な物流ルートの

確保を行うとともに、③物流センターが有する

県内企業とのネットワークを活用した取り組み

などを実施することとしております。

最後に、（６）その他としまして、県内企業が

海外進出する際の支援としまして、ジェトロ宮

崎と連携しまして、実施することとしておりま

す。

私からの説明は以上でございます。

○中野委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑等がございましたら、御発言をお

願いいたします。

○宮原委員 この国別の輸出の状況というのは、

さっき説明があって、この中で上の４つ、中国

からアメリカまで何となくわかるんですけれど

も、イタリアというのがぽんって出てきている

ので、こちらのほうを見ると繊維製品というと

ころになっていますよね。

これは、イタリアだけ、何か、そういう個々

の企業がルートを持っているということなんで

しょうね。

○中嶋オールみやざき営業課長 これは、いろ

んな企業のデータの集積の結果なんですけれど

も、繊維製品となると、大体、県北の（「あそこ

だよね」と呼ぶ者あり）大体わかると思うんで

すが、イタリアに向けて、恐らくスーツの裏地

とか、そういったところに高級素材で輸出され

ている分だと推定しております。（「なるほどね」

と呼ぶ者あり）

○宮原委員 下のほうで見ると、前年より大き

く伸びていますもんね。わかりました。

○渡辺委員 基本的なこのデータの見方で助言

をいただきたいんですが、１ページの上のほう

の表を見ると、10年前は輸出額は上り、下り、

いろいろあるとしても、企業数としては65が157

というふうになっているわけですが、輸出額自

体は、そう大きな変動はないと。この差という

のは、まだ商売としてうまくいっているかどう

かは別にして、食料品等を出そうという県内企

業の意欲が高まった結果、取り組んでいる会社

がふえたというふうに理解をすればいいのか、

それともほかの要因があるのかというのはいか

がでしょうか。

○中嶋オールみやざき営業課長 お手元に配っ

ております宮崎県の貿易の冊子の８ページを見

ていただきたいんですけれども、８ページの上

のほうに品目別の輸出状況があります。そこに

食料品及び飲料というのがありまして、先ほど

のはどうしてもそういう大企業の数字とか、そ

ういう大きい数字が入りますのでわかりづらい

んですが、我々が主に支援の対象としている、

そういった食料品及び飲料の関係を見ますと、

そこにありますとおり、前年比で39％の伸びと

いうことで、こちらについては、肉類とか、肉

の出荷額が農産物ですね、先般も新聞等で報道
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されましたけれども、そういうのもひっくるめ

まして、全般的に伸びている状況にございます。

○渡辺委員 それは、今ので理解ができました。

その上で、今、課長のお話にもありましたよ

うに、要するに県の施策的な支援とは余り関係

がないと言ったら問題あるかもしれませんが、

一部の大企業が出している分というのは、あん

まり直接的に県の施策とは関係ないかと思いま

すけれども、そういうのを省いて考えたときに、

今、県がずっと取り組んできている地場の企業

の食料品を中心とした海外輸出策の支援の状況

というか、対処してきたこととその結果につい

ては、今、県としてはどういう基本的な認識を

持っているというふうに考えたらいいんでしょ

うか。

○中嶋オールみやざき営業課長 先ほど説明い

たしました今年度のいろんな取り組みがあるわ

けですが、特にそういう売り上げという面では、

販路開拓、そういう現地の海外事務所はもちろ

んですが、販路開拓コーディネーターを通じて、

いろんなバイヤーを招聘したり、あるいは現地

のいろんな商談会をやったり、見本市に出展し

たりとか、そういう中で具体的な成果というの

がかなり見えてきておりまして、そういうのが

結果的にこういった数字につながっているのか

なというふうに考えております。

○渡辺委員 最後にしますが、４ページの最後

の（５）の流通ネットワークの充実・強化とい

うところに、ＡＮＡ Ｃａｒｇｏさんとクロネ

コヤマトさんと宮崎銀行が協定を結んでいるの

がありますよね。これ、何となく漠然とはわか

るんですけれども、協定を結んで、実際どうい

う例が生まれてきていたりとか、協定を結んだ

けれども、現実まだそんなに稼働していません

よというものなのか、どういうイメージを抱け

ばいいのかなとか、ちょっと毎回なかなかイメ

ージができませんで、具体例があったら教えて

いただけませんでしょうか。

○中嶋オールみやざき営業課長 まずその協定

の中身についてなんですけれども、これは※28年

の７月に協定を結んでおりまして、ＡＮＡ Ｃ

ａｒｇｏとヤマト運輸、宮崎銀行、県というこ

とで連携協定を結んでいるんですけれども、要

は県内の県産品を海外に出すに当たっては、ど

うしてもその鮮度を保ったまま輸出するという

ことで、例えば冷凍で運ぶとか、そういう現地

のルートがなかなか買うほうが難しいこともあ

りまして、こういう連携協定を結んで実施して

います。

実際のその成果としましては、27年度にまず

テスト輸送をやりまして、香港のフードエキス

ポとか、そういったものに実際に出展するに当

たって、物を運んだり、あるいは、今、定期的

に運んでいるのは香港にあるレストランに、ま

だ量は少ないんですけれども週に１回というよ

うな感じで送っているという実績もあります。

ただ、いずれにしても、コストの関係とか、

いろいろ課題もありまして、そこについてはこ

としに入っても４者でいろんな協議をしながら、

より使いやすいような形で今進めているところ

でございます。

○清山委員 関連して、渡辺委員が今、食料品

・飲料関係で県が取り組んでいるというお話が

ありましたけれども、確かに、いろんな施策を

見るとそこに力が入っていると見てとれるし、

前回の委員会での資料でも、グローバル戦略で

海外への展開促進で例示されているのは、牛肉、

キャビアの輸出や県産品フェアといったものが

多いので、確かにこの食料品・飲料に力が入っ

※15ページに訂正発言あり
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ているのは、あらゆる場面でわかるんですが、

この輸出額の目標が最終的に平成30年で1,700億

円とグローバル戦略の中で言われている中で、

この１ページの品目別の構成比を見ると、食料

品・飲料って1.7％しか全体の輸出額の中で構成

していなくて、実際にほとんど伸びているのが、

結果的に繊維製品なのか、この原料別製品がぐっ

と26年から27年に伸びておりますよね。

これは、今後も構成比、構成割合1.7％の食料

品・飲料に取り組んでいくのが、果たして正し

い戦略なのか、もうちょっとこれで大きな割合

を示すところにさまざまな施策を重点的に展開

するほうが、輸出額を伸ばすには適切な戦略じゃ

ないのかとちょっと思ったんですけれども、い

かがなんでしょうか。

○中嶋オールみやざき営業課長 どうしても統

計的には大企業のそういう輸出、工業製品、そ

ういったものの数字で大きく左右されるところ

はあるんですけれども、県としましては、我々

が支援する主に中小企業、こういったところで

食料品関係とか、そういうところが対象という

こともありまして、今後ともそういったところ

を中心に我々も底上げを図って、輸出額を伸ば

していきたいというふうには考えております。

○清山委員 同義反復で余り答えられていない

んですけれども。その政策が輸出額を伸ばすの

に正しいんですかって伺ったら、その政策をやっ

ていきますというのは答えにはなっていないん

ですけれども。

別の理由づけをするんだったらいいんですよ。

その輸出額を伸ばすことが絶対じゃなくて、我

が県はとにかく食料品・飲料をやっていくこと

自体が目的なんですって言えば、まだすっきり

するんですけれども、どこに最終的な成果指標

を置かれるのかなと思いまして。

○中田商工観光労働部長 先ほど課長が御説明

したとおり、基本的には宮崎県の産業構造を考

えたときに食料品・飲料が非常にウエートが高

い、フードビジネス振興構想も進めながら、こ

の振興を図っておりますので、当然、食料品・

飲料関係というのは当然力を入れていかないと

いけない分野だというふうには考えています。

ただ、それだけではなくて、県内、製造業が

ございますので、４ページの上のほうにござい

ますけれども、医療機器でありますとか、あと

県北あたりであれば、かなり鉄鋼関係も含めて

海外に進出している企業も出てきておりますの

で、いろんな機会を捉えて、食料品にかなりウ

エートが高い部分はあるんですけれども、それ

以外の分野についてもやっぱりやっていかない

といけないなというふうには思っております。

ですから、数字的には食料品関係が非常に我

々としてはつかみやすいところがあって、数字

としてはかなり説明はしやすい部分はあるんで

すけれども、ただ、一方でそういう食料品以外

の業種についても、企業振興課を中心に海外で

の見本市、工業会あたりと連携しながら、海外

に進出してもらうような取り組みは別途一応

やっているところでございます。

○清山委員 今の御説明だと結局県内の産業振

興がまず第一にあると、その中で食料品・飲料

の割合が高いというのは、どういった数字で出

されているんですか。

県内の総生産のうち、何％が占めているとか、

そこが政策的な目標であれば何か別の説明をし

ないと。グローバル戦略は輸出額を伸ばします、

その上でこの構成比1.7％のここに力を入れてい

きますっていうのは、どうしても私には全然しっ

くりこないんですよね。

○柚木崎食品・メディカル産業推進室長 県内
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の工業出荷額がほぼ１兆円強だと思うんですけ

れども、そのうちの約20％を食料品、それから

アルコール飲料を含めて大体4,000億円ほどに

なっております。

ということで、今、食料品・飲料出荷額が割

合として多いという部長の説明だったというふ

うに考えております。

○清山委員 出荷額4,000億円っていうと、県全

体の産出額６兆5,000億円の中では何％ぐらいで

すかね。大体七、八％ぐらいですかね。

○中田商工観光労働部長 製造品等出荷額は今

１兆3,000億円から１兆5,000億円ぐらいの間だ

と思います。そのうちの食料品関係が、済みま

せん、ちょっと手元に正確な資料がありません

ので、また後ほどお示ししたいと思いますけれ

ども、私の記憶では、県内の製造品出荷額のう

ちの３分の１程度が生活関連だったと思ってい

ます。

ですから、その食料品関係がかなり大きなウ

エートを占めているということは間違いないと

いうふうに考えております。

○清山委員 済みません、もうこれ以上突っ込

みませんけれども、何かグローバル戦略という

よりも、フードビジネス戦略と書いたほうがしっ

くりくる気がするんですよね。

フードビジネスを振興するためにこれをやり

ますというふうにしたほうが、何か海外輸出額

を伸ばすためというと、うーんと思うところで、

そこは私の意見なのでこれでとどめておきます。

○図師委員 この海外の輸出の状況の中に、宮

崎県が取り組むメディカルバレー構想に関する

内容はどこに落とし込まれているんでしょうか。

○中嶋オールみやざき営業課長 それは確認で

すが、構想の中でっていうことでよろしいでしょ

うか。グローバル戦略構想の中でっていうこと

でしょうか。

○図師委員 実績としてあれば、それを教えて

いただきたいですし、あわせて構想もあれば構

想でも。

○柚木崎食品・メディカル産業推進室長 それ

では、28年度の実績ということで御説明したい

と思います。

資料の４ページのほうに宮崎大学、九州保健

福祉大学と連携したタイの大学での医療機関Ｐ

Ｒというふうに記載しておりますけれども、宮

崎大学はタイのソンクラ大学、それから九州保

健福祉大学がタマサート大学と連携しまして、

特に医療関連機器の場合、装置をダイレクトに

輸出してもなかなか認められませんので、こう

いった大学を通しての人材教育を合わせてパッ

ケージということで、向こうで宮崎県で開発さ

れた医療機器を紹介して、かつ、技術を学んで

いただく、それを通して輸出を目指していくと

いうことで取り組んでおります。

○図師委員 実は、ことしに入って旭化成の東

京の本社といいますか、事務所に行って、旭化

成さんが取り組まれているその海外輸出戦略に

ついてレクチャーを受けてきたんですけれども、

世界60カ国ぐらい輸出をかけられているという。

特に人工透析の治療、ダイアライザーですね。

これらの輸出に関しては、以前もちょっと説明

を受けたかもしれませんけれども、メディカル

バレー構想の中でもメディキットさんやらとタ

イアップしながら、機械は製造されているもの

の、輸出する港が大分になる関係上、こういう

資料の中には宮崎の実績としては上がってきづ

らいというようなことも説明を受けた記憶があ

るんですが、その実態は変わっていないという

ことなんでしょうか。

○柚木崎食品・メディカル産業推進室長 こち
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らのほうで把握しておりますのは、生産額とい

うことで把握しているんですけれども、今言わ

れたのは輸出ということでしょうか。

輸出額を直接最終製品としては把握しており

ません。ただ、宮崎県内の企業が製造しました、

いわゆる最終製品になる以前の部材をそれぞれ

の製販メーカーに供給しているということでは、

輸出にも大きく関係しているというふうに理解

しております。

旭化成に関しては、旭化成でつくられている

ダイアライザーに対しても、宮崎県内の企業が

部材を供給していると思います。

○図師委員 つまり、この数値にはそれは反映

されてないということなんでしょうけれども、

ぜひ、そのあたりも集積というか、情報収集さ

れて、落とし込みをされたほうがいいのではな

いかとは思います。

それと、実は旭化成さんの事務所で話を聞い

た後、中国の大連に行ってきたんですけれども、

そこでは、慢性腎不全による透析の患者さんが

もう急増していると。そこに対して機械の供給

が全然足りていない。また、機械がヨーロッパ

からも入っているんですけれども、やはり日本

製品の取り扱いを今後促進したい。ただ、その

ツールというか、人脈がないと。旭化成さんも

北京には事務所、支店を構えられているんです

が、大連のほうとか、旅順のほうには全然営業

もかけていらっしゃらないという話だったもん

ですから、その話をまた旭化成さんにはフィー

ドバックしといたところなんですけれども、そ

ういうようなグローバル的な企業の進出の手助

けを、また県でも橋渡し役とか、向こうの行政

との連絡調整とかしてやると、販路の開拓には

大きく役に立つんじゃないかなというのを実際、

大連に行って肌で感じてきたところなんですが、

そういうところでの戦略というのは、持ち合わ

せていらっしゃるんですか。

○柚木崎食品・メディカル産業推進室長 今、

私どもがやっております東九州メディカルバレ

ー構想の中では、特にタイを中心にして輸出戦

略っていうか、人事交流も含めて支援をしてお

ります。

中国に関しては、今のところちょっと情報も

余り持ち合わせておりませんので、委員が言わ

れたような形で中国への可能性があるのかどう

かということについては、また情報収集を行っ

ていきたいと考えております。ありがとうござ

います。

○図師委員 最後にしますが、このタイの取り

組みというのは非常に私も関心を持っておりま

して、ただ物を出すだけじゃなくて、技術と人

とを一緒に育成して出していくというのはすば

らしい取り組みだと思いますから、ここを突破

口にされて、そのノウハウをもって、さらにア

ジアのほうにどんどん拡大していただければと

思っています。期待しております。

○西村委員 この資料の４ページを見て思った

んですが、流通ネットワークのところで、以前、

宮崎県が冷蔵コンテナの実験をして東南アジア

方面にやった実験があったと思いますが、その

成果で、今後、実際に混載して持って行くよう

なことっていうのは、今、現実にあっているの

かどうかを伺いたいんですが。

担当課が違うのかな。わからなければいいで

す。

○中嶋オールみやざき営業課長 農政水産部の

ほうで所管している、恐らく八興運輸の関係だ

と思うんですけれども、済みません、詳細につ

いては、きょうはちょっと持ち合わせておりま

せん。
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○西村委員 この４ページの（５）の②のとこ

ろで、県外商社と連携した県産品直送ルート確

保のための支援（シンガポール）ってある部分

は、これ県外のところにお任せして、単純にも

う直送でやってもらっているということですか。

○中嶋オールみやざき営業課長 いわゆる商社

の育成の関係なんですけれども、この事例につ

きましては、関東にある商社なんですけれども、

そこが要するに輸出するルートを持っておりま

して、県産の野菜とか、そういったものを送っ

ているそこのルートを使わせてもらっていると

いうことでございます。

○西村委員 わかりました。

あともう１点なんですが、きのうもテレビの

ニュースでやっていたんですけれども、日本か

ら種とか苗とかを持ち出されて、海外で日本の

やつをブレンドしたのを今韓国のイチゴとか、

そういうものをきのう取り上げられてやってい

ました。

あとはこれまた別で、にせもの対策ですね。

例えば、外国で宮崎牛とうたってあるけれども

実は違う肉だったりとかっていう、にせもの対

策、そういうのっていうのは、国際的な特許で

あったり、そういう認証みたいなものがあれば、

いざ裁判になったりしても強いと思うんですが、

そういう特許取得のための宮崎県の事例ってい

うのは進んでいるんですか。

○中嶋オールみやざき営業課長 それにつきま

しても、企業の海外進出といった場合に、当然

特許とか、そういう話が問題になりまして、当

然海外に進出して、そこの企業とそういう契約

を結んだりした場合、例えばそうやってにせも

のをつくられる可能性とかもあるんですけれど

も、そういうところにつきましては、海外進出

に当たっていろんな相談ということで、ジェト

ロとかそういったところを中心にやってもらっ

ているんですけれども、済みません、具体的な

そういう事例については、ちょっときょうは持

ち合わせておりません。

○西村委員 わかりました。大丈夫です。

○星原委員 １ページ、２ページ、説明いただ

いたこの資料の中で、１ページのほうの売り上

げと、1,546億円、157社という書き方をしてあ

るんですよね。

今度は、２ページの県内企業の海外進出状況

という中で、回答した77社のうち、県内に本社

機能を持つ58社と書いてあるわけなんですよ。

だから、ここの58社の企業が、多分これは平

成19年には63社で1,576億売り上げていて、会社

数がそれだけ90社ぐらいふえているわけなんで

すけれども、そういう部分の差はどういうこと

が状況なのかというのと、この県内本社機能を

持つ58社の売り上げっていうのがどれぐらいに

なっているのかな。

要するに中国とか、韓国、アメリカあたりに

売り上げがいっている部分っていうのは、多分

本社機能が県外にあって、こっちに支店とか誘

致企業で来ている企業じゃないかなというふう

に思うわけですよね。

我々がやっぱり一番期待するのは、本社機能

を持つこの58社がどれぐらいの売り上げで、そ

こが伸びてきているのかどうかっていうのを

ちょっと聞きたいんですが、その辺はどうなっ

ているんですか。

○中嶋オールみやざき営業課長 まさしくこ

れ58社というのは県内本社の地元の企業ですの

で、そこを引き上げていく必要があるんですけ

れども、済みません、この58社については、先

ほどは要するにそういった誘致企業もひっくる

めて全体の数字で整理しておりましたけれども、
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そういった形の県内企業、ここの進出企業だけ

のデータというのは金額的にちょっと整理はし

てはいないですけれども。

○星原委員 私から見るとそこが一番必要で、

要するにその平成19年以前の65社とか63社の時

代のところから、この10年ぐらいの間に企業が

海外に157社にふえてきた。ふえる中でどれだけ、

どういった、この本社が宮崎にある企業がどれ

ぐらいの売り上げを伸ばしたり、どういうとこ

ろと、どういう国と、どういうつき合いをして

いるか、これからの目標を立てていく上では、

そこが知りたいなというふうに思うんですよね。

そこを示してもらわないと、この数字が1,500億

円、おおすごい、外国に持っていっているなと

思うんだけれども、じゃあ県外に本社があって、

大手のいろんなそういうところがちゃんとやっ

ているだけの話だと、宮崎県内にそれだけの経

済効果が上がっているかどうかというのを知り

たいもんだから。

やっぱり地場企業でやりながらで飲料水とか

食品とか、そういったものの中で今後先ほども

出ましたけれども、フードビジネスというのを

打ち上げた時期もあるわけだし、そういった形

のものがどういう変化を示してきているのか、

あるいは、そういうところを伸ばすために、県

として今後どういう取り組みをしていこうとし

ているのか、その辺を知りたいんですよね。

○中嶋オールみやざき営業課長 おっしゃると

おり、本社機能を持つ部分の動向というのは非

常に大事だと思います。ただ、今の場合、先ほ

ど申し上げた全体の数字、そしてこれはあくま

でその海外に拠点を持つ企業の数字、進出して

いるところの数字、件数になっていますので、

そういった視点で、今後は県内に本社を持つ企

業が果たしてどれぐらい伸びているとかいった

数字も、また調査するなどしてやっていきたい

なというふうには考えております。

○星原委員 何でそういうことを聞いたかって

言うと、香港であったり、台湾であったり、い

ろんなところで見学を主導してデパートでフェ

アをやったりするわけですよ。

我々が見ていると、大体５社から10社ぐらい

のところはいつも行っているんだけれども、そ

の行った企業に行ったメリットはどういうふう

な形で生まれていますかと聞くと、そこまでは

県がフェアとかをするんだけれども、後のフォ

ロー部分がなかなかつながっていかない、とい

うのは何かというと人脈なんですよ。

やっぱり海外と取引をするには、人脈をつくっ

て、その人脈のルートからいろんな商社なり、

いろんなところとつながる方法を探っていかな

いと、なかなかフェアをやるところまではいく

んですが、その先の売り上げを伸ばしていくに

はそういうルートづくりをしなくちゃいけない

わけですよね。そうするともう１企業の力では、

宮崎県内の中小企業の力では、そういう開拓ま

ではできないというわけですよね。

だから、仮に香港でも台湾でも韓国でもどこ

でもいいんですが、そういう国の関係のところ

あたりをうまく動かしてもらったりして、そし

て商社なりを紹介してもらったりして、そこの

ルートで売るとか、やっぱりそういうところま

である程度、行政側でも力をかしてあげないと、

そこの商談がそのときだけで、後はもう自分た

ちでやりなさいみたいな感じになっていると聞

くもんだから。

だから今言った58社ぐらいが、今どれぐらい

の売り上げで３年後にはこれぐらい、５年後に

はこれぐらい、そのためにはどういうふうな売

り方をしていくかとか、いろんなことをやって
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いかないと、本当の意味の海外進出企業を育て

ることにならないんじゃないかなという思いが

あるわけです。

それは民間の企業がやることにどこまで行政

が手を出すかというのもあるんだけれども。国

内だったらまだいいんだけれども、海外の場合

はやっぱりそれなりの人脈を見つけていかない

と、なかなか伸ばし切らない。だからそういう

努力をどういうふうにしようとしているのかを

知りたいために、この58社あたりが、過去10年

なら10年の間にどういうふうにして伸ばしてき

たとか、あるいは横ばいのまんまなのか、それ

はわからんので、数字とか、数とかっていうの

をこういう食料品だとか、機械だとか分けてい

く中でそういうところがどれぐらい売り上げな

がら市場開拓をしているのか、販路開拓をして

いるのか、そういうものを見つけていって、じゃ

あ県として、行政としてできるところは何なの

か、民間が自分たちで行動しなくちゃいけない

部分は何なのかっていうのを、うまくえり分け

ながら、その連携をとりながら売り込んでいか

ないと、私はなかなか厳しいのかなというふう

に思うんです。その辺の分析をちゃんとしてお

かないと、ただこうやって数字を上げられると、

おお、157社が1,500億円以上の売り上げをして

いるんだなというふうに思うんだけれども、実

質県内の経済にどれだけ効果が上がっているの

かということになると、その辺が怪しいのかな

という気がするんですよね。

だから、今後について、これからそういう計

画をどういうふうに組んでいくのかという中に

は、やっぱりジェトロも宮崎にできたので、ジェ

トロ宮崎あたりとの連携をとりながら、困って

いる企業をどうやって助けたり、情報を流した

りしながら伸ばしたらいいのかっていうことを

考えていかないと、そういう政策を立てないと

海外進出を計画していてもなかなか前に進まな

いんじゃないかなというふうに思うんですよね。

その辺のところ、きょうは答えがちょっと出

ないんであれば、さっき言った58社の企業別の

売り上げとか、そういったのを見ながら、今後

判断していってもらいたいなというふうに思い

ますので。

○中嶋オールみやざき営業課長 御指摘のとお

りでございまして、先ほどジェトロの話も出ま

したけれども、ジェトロのそういう専門知識を

生かした相談機能ですね。それと一緒に出展す

るときの手伝いをしてもらったりとか。

それとあと一つ、海外に輸出促進コーディネ

ーターというのを香港とシンガポール、ＥＵ、

北米に設置しておるんですが、その方が非常に

現地の事情に詳しくて、当然、現地での見本市

とかに出るときの支援とか、それとこちらにバ

イヤーを連れてきて商談したりとか、そういう

ことをしてもらいまして、こちらで商談が成立

した後のフォローとかもやっていただけるよう

になっていまして、そういう中でかなり成果が

今出つつあるところでございます。

そういった単に出るだけではなくて、フォロ

ーとかそういったところも十分やっていきたい

なというふうに考えております。

○星原委員 そういう話になってくるともう

ちょっと言いたくなるんだけれども。

そういうコーディネーターとかいろんなのを

使用しています、じゃあ、どういう課題が見つ

かって、どういうふうに取り組んでいますとい

うところまでいかないと、そういう情報をもら

うだけじゃだめで、じゃあ日本からも47都道府

県下同じように、いろんな形でそれぞれ海外に

向けたいろんな取り組み方をしているわけです
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よ。

そういう中で打ち勝っていくためには、何が

課題なのか、行政として何をやっていくべきな

のか、そのコーディネーターの人たちで、じゃ

あ、去年とことし、あるいは５年前と今と、そ

れだけの人たちを使ってこういうふうに伸びて

きているとか、こういうふうにやればまだ伸び

るんだなとか、そういうものを把握していかな

いと、そういう人を使っていますよとか、こう

いうことをやりましたよとか、そういう報告を

受けるだけでは、じゃあ実態として本当に成果

が出ているかどうかというのは、私は厳しいよ

うな気がしているんですよ。

だから、やっぱり本当に海外に進出していき

たいという企業がおったときに、じゃあ、その

企業がどうやったら進出してちゃんとそれだけ

の目標に到達するためには、その企業の努力も

そうですけれども、行政としてやれることは何

なのかとか、いろんな手続とか、いろんなもの

が結構出てくるもんだから、そういうところが

あるんですよ。

だから、ついこの前都城の企業を回ったとき

に話を聞いたのは、要するに知事たちが行って、

いろんなことをこうやりました、こうやりまし

たって言うけれども、我々が長い間ようやくそ

こまで来てたどり着いたところに、知事たちが

行って見学をやった感じで見えるけれども、我

々はあんまりそういう支援ももらっていなくて、

やっていないんですよねと。

本来はその厳しいときにどうやって、こうやっ

ていくかというところあたりに力をかしてほし

いことがあったんだけれども、そういうことな

しで自分たちで少しずつ時間かけてこうやって

きて、うまくいきだしたら県が顔を出してきて、

そういう形になっているんですよねっていう話

を聞いて、私、がくっときたところなんだけれ

ども。

だからやっぱりそういう思いを、民間のそう

いう中小企業の人たちに思わせない形で、やっ

ぱり連携をとるんなら連携をとる、海外と58社

なら58社でこの人たちが何を一番期待している

のか、その期待に応えてやらないと、フェアを

やりましたとか、何をやりましたとかは議会に

報告するだけじゃなくして、こういう58社が何

が課題があるのか、本当はあなたたちが聞いて、

行政でできるところと、民間で自分たちでやり

なさいというところ、ちゃんとそこら辺の区分

けをしていかないと売り上げも伸びないし、メ

リットは出てこないと私は思っているんですが、

その辺について部長、どうでしょう。

○中田商工観光労働部長 委員おっしゃるとお

りだと思っております。

グローバル戦略をつくったのは昨年ですけれ

ども、その前は東アジア戦略をつくってやって

おりますけれども、本県の場合、全体的にやっ

ぱり海外展開っていうのは、どちらかというと

おくれている、県内中小企業おくれているほう

なのかなというふうに思っています。

そういう中で、おっしゃったように、やっぱ

り地道にやって、海外との取引をずっとやって

きている企業ももちろんあるわけです。

うまくいって知事が行ってということでござ

いましたけれども、我々そういう人たちの取り

組みをさらに後押しするという意味もあって、

そういう取り組みももちろんやっています。

先ほど言いましたけれども、課長の説明があ

りましたけれども、我々としては、そういう今

やっている人たちが、さらに伸びるような後押

しできるような取り組みとあわせて、まだ今やっ

ていないけれども関心がある方にどうやって関
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心持ってもらえるかという取り組み、非常に大

事だと思っているんですね。

ですから、県内セミナーをやったり、海外で

の見本市の参加支援とか、そういうことをやっ

ているわけです。

せっかく戦略をつくりましたので、この戦略

に基づいて、やっぱり国内市場がだんだん今後

縮小していくわけですので、海外に目を向けな

いといけないという方をできるだけ掘り起こし

ていきながら、我々中小企業支援という立場で

取り組まないといけませんので、そういう方が

業績が伸びるような支援をできるだけ今後とも

やっていきたいというふうに思っております。

○田口委員 先日、新聞に出ていたんですが、

延岡のひでじビールがございますが、県内のい

ろんな原料を使ってくれて、非常にありがたい

会社なんですけれども、延岡にある三蔵、ひで

じビールと千徳酒造と、それと佐藤焼酎の会社

が、今度１つのコンテナに入れてそれを香港に

出荷するというのを見ましたが、これは県も何

か絡んでいるんですか。

○中嶋オールみやざき営業課長 それにつきま

しては、これ光明集団っていうグループがある

んですが、ことしの３月になりますけれども、

そこのディレクターのジョン・チェンさんとい

う方を宮崎に招聘して、そこの三蔵とマッチン

グをさせていただきまして、それに起因して、

今回の取引が成立しまして、実際６月にビール

が960本に焼酎が96本、それと日本酒が126本と

いうことで、そういうのもこのレストランで使っ

てもらえるようになったというふうに聞いてお

ります。

○田口委員 まだ量的には少ないんですけれど

も、３つの会社が一緒になって物流費も下げて

そういうふうにやるっていうのは私は非常にい

いなと思ったものですから。

ほかの県内にもいろんな会社があって、１つ

のコンテナに入れるにはとてもじゃないがそん

なに量がないけれども、やっぱり荷寄せみたい

な形にして出すというのは、県内の小さな会社

にとっては非常にいいことだなと思ったもんで

すから、ぜひこういうのを進めていただいて、

さっきの光明集団って言いましたか、そういう

ところとのまた連携も深めていただいて、県内

のいろんなものが出せるというようなことに

なっていただければと思いますので、どうぞよ

ろしくお願いします。

○中嶋オールみやざき営業課長 補足なんです

けれども、そういうところとつながったという

のは、コーディネーターがそういう人脈を持っ

ていまして、それを使わせていただいて招聘が

成立して、今回の取引につながったということ

でございます。

○中田商工観光労働部長 済みません、先ほど

清山委員のほうからございました食料品等の比

率の話ですけれども、平成26年度の数字になり

ますが、本県の製造品出荷額等が１兆5,276億円

です。

そのうち、食料品が3,170億円と、飲料とたば

こが一緒になっているんですけれども、1,592億

円ということで、２つを合わせますと全体の31.2

％が食料品・飲料、たばこまでが入った割合に

なるということでございます。

あと参考までにこの製造業の事業所数を見て

みますと、平成26年が1,508事業所なんですけれ

ども、そのうち食料品が415事業所、これもちろ

ん一番多いんですけれども、それから飲料・た

ばこが108事業所ということで、合わせて34.7％

を占めていると。ですから、食料品関係という

のは、特に中小企業が多いというふうに我々考
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えておりますので、県内の全体を占める割合と

しては、かなり大きな業種になっているのかな

というふうに考えております。

○清山委員 中小企業振興戦略であればいいん

ですけれども、今、いろいろ数字を言われるの

をきちんと全体の中で正確に理解しないといけ

ないので、言いますが、合わせて大体4,000億円

ちょっとですか。

だから、その数字の母数になるのが宮崎県全

体だと６兆5,000億幾らですよね。

６兆5,000億円の中で、製造品出荷額が幾らあ

るとか、そういう形じゃないですか。

○中田商工観光労働部長 私が申し上げたのは、

県内の工業統計欄の製造品出荷額等というのを

出しますけれども、これが平成26年が１兆5,276

億円ということで、総生産とはまた別なんで。

○清山委員 総生産か産出額かじゃなくて、今、

産出額をベースでやっているんですけれども、

農業が三千三百数十億円ですか、林業が250億円

とかなんかそんなぐらいでしたか、だからそれ

ぞれで上げると工業品出荷額が１兆5,000億円

と。だから、部長が宮崎県全体っておっしゃる

んで宮崎県全体の産出額は６兆5,000億円ですよ

ねと。これが県の売り上げの全て、その中に占

める工業製品が１兆5,000億円、さらにその中に

占める飲料・食料品が4,000億円ということで、

あくまで県全体から比べると、それは大体おお

よそ７％ぐらいなのかなと思っております。

だから、その中でこれが工業振興なのか、も

しくはフードビジネス振興なのか、中小企業振

興なのか、それぞれでちゃんと目的を持ってい

ればいいんですけれども、私は経済全体の中で

これがでかいからっていう、何となく漠とした

イメージで話すよりは、宮崎県経済の中では７

％程度の出荷額、産出額の分野ですよねという

話をしたかったところです。

その中で、さらに言えば4,000億円のうち、26

億円が輸出額であると。だから、これをどれだ

け伸ばしてその4,000億円が伸ばしていけるのか

なというところも、なかなか大変なところだな

と感じるところではあるんですけれども、そう

やって全体でどういうところをやっているかと

いうのは、私は確認していきたいなと思ってお

ります。

○中田商工観光労働部長 我々は基本的には中

小企業の振興ということで、グローバル戦略も

その一つという位置づけでやっております。

先ほど申し上げたかったのは、本県の中小企

業の中でやっぱり食品関係の比重が高いという

状況があるもんですから、この食料品関係の取

り組みが必然的に多くなっていると。だから、

ただそういう中、食料品だけをやっているわけ

じゃないということをちょっと御理解いただき

たいと思って、先ほど答弁させていただきまし

た。

○清山委員 やっぱりずれるというか、輸出額

を追いかけたり、付加価値、単価を追いかける

んだったら、さっき図師委員がおっしゃったよ

うな旭化成だったり、もしくは清本鐵工さんや

らそういうところになると思うんです。だから

そこは県としては中小企業とか、フードビジネ

スというのがベースにあって、その一環として

グローバル戦略をやっているというふうに理解

しないと、この輸出額ファーストというか、こ

れを伸ばすことが最優先ということから戦略を

考えていけば、ちょっと違った形になっていく

だろうと思ったので、そこを一つ一つ確認をし

たところでした。

○中野委員長 ほかにありませんか。ないです

か。



- 15 -

平成29年６月23日（金曜日）

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 では、ないようですので、これ

で終わりたいと思います。

執行部の皆さん、御退席いただいて結構です。

○中嶋オールみやざき営業課長 済みません。

１点、訂正をお願いをします。

先ほどＡＮＡ Ｃａｒｇｏの協定の関係で28

年と申し上げましたけれども、27年で訂正をお

願いしたいと思います。

以上です。

○中野委員長 はい、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時１分休憩

午前11時３分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

まず、協議事項（１）の委員会の調査事項で

ありますが、お手元に配付の資料１をごらんく

ださい。

前回の委員会で正副委員長に御一任いただき

ましたので、正副委員長（案）をこの資料のと

おりといたしたいと思います。

１つ目として、海外展開に関する調査が必要

と考えます。

輸出拡大に向けた取り組みに関すること、企

業等の海外進出に向けた取り組みに関すること

をまとめて、１の海外展開に向けた取り組みに

関することといたしました。

２つ目に、前回の委員会では、県民の出国率

について質疑等がありましたが、訪日外国人の

観光誘客等のインバウンド対策に限らず、県民

の海外旅行の促進等のアウトバウンド対策につ

いても調査する必要があると考えますので、２

のインバウンド及びアウトバウンド対策に関す

ることといたしました。

３つ目として、同じく前回の委員会では、中

国やベトナムなど海外から多くの就労者や留学

生が本県にも訪れているとの話もありましたが、

国際交流等により県民の国際理解を高めること

は大切であると考えます。

また、本県の経済的発展に寄与する交流にも

重点的に取り組んでいくことは必要だと考えま

すので、３の海外との交流促進に関することと

いたしました。

以上、この３点を調査事項としたいと考えま

すが、御異議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 では、そのように決定いたしま

す。

それでは、協議事項（２）の海外調査につい

てであります。

５月の初委員会では、海外調査の実施につい

ての御意見をいただきました。

このことについて、６月20日開催の委員長会

議で説明を行いましたので、その結果を御報告

いたします。

お手元に配付の資料２をごらんください。

これらは、委員の皆様に事前確認した内容を

まとめて、委員長会議において配付したもので

す。

会議では、当委員会で海外調査を行うことの

必要性を御理解いただき、県外調査を海外調査

に振りかえて実施することに御了解をいただき

ました。

調査地については、予算面も十分に考慮した

上で、海外展開等の参考としたい調査先のある

国・地域を選定したい旨の説明をいたしました。

調査日程については、県外調査を海外調査に

振りかえて実施することと、利用する航空会社

のフライト時間との関係により、日程を調整す
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る可能性があることを説明いたしました。

その他として、予算については、県外調査の

予算を充てるが、それでは不足が見込まれる場

合は、県内調査の予算を充当することも考えら

れること、県内調査は日帰り調査とすることや、

県内調査にかえて県内の海外展開企業等を議会

に招聘して意見交換を行うなどの方法もあわせ

て検討することについて説明をいたしました。

最後に、宮崎発着の就航便の利用を基本とし

ながらも、行程や予算面を十分に考慮した上で

決定したいと述べ、御理解と御了承をいただき

ました。

御報告は以上でございます。

このことを踏まえて、当委員会は、海外調査

の実施について結論を出す必要がございます。

まず、前回の委員会で皆様の御意向を確認さ

せていただいたとおり、海外調査を実施するこ

とで御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、調査日程については、県外調査の日程

を振りかえて実施したいと思いますが、御異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、海外調査の調査地についてであります。

もし、希望の地域、例えば東南アジア、東ア

ジアなどについて御意見等がございましたら、

お願いいたします。

なお、予算に限りがございますので、そのこ

とも御承知の上、御検討いただきたいと思いま

す。

いろいろと聞きたいと思いますので、暫時休

憩いたします。

午前11時10分休憩

午前11時14分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

ただいまの御意見を参考にいたしまして、日

程を組みたいと思います。

調査先や日程の調整等につきましては、正副

委員長に御一任いただきたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのような形で進め

させていただきます。

次に、協議事項（３）の県内調査についてで

あります。

まず、７月26日から27日まで予定されている

県南地区の県内調査であります。

今回の調査につきましては、日帰りにより実

施してはいかがかと考えております。

また、調査日については、７月27日にしては

いかがかと思いますが、これらについて、委員

の皆様の御意見がございましたらお願いいたし

ます。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 特に御意見がないようですので、

この日程で調整したいと思います。

調査先の選定等につきましては、正副委員長

に御一任いただけるでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 そのような形で進めさせていた

だきます。

次に、８月24日、25日まで予定されている県

北地区の県内調査であります。

８月24日に日帰り調査、または海外展開企業

等を議会にお招きして意見交換を実施してはい
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かがかと思いますが、委員の皆様からの御意見

をお願いいたします。いろいろありますか。（「は

い」と呼ぶ者あり）

じゃあ、いろいろあると思いますので、暫時

休憩して忌憚のない御意見を承ります。

午前11時16分休憩

午前11時18分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

ただいま星原委員から意見がございましたが、

そういう形で、さっき私が言った７月27日と８

月24日のことを入れかえる形で進めていきたい

と思います。

あとの具体的なことは正副委員長に御一任い

ただいてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのような形で進め

ていきたいと思います。

次に、協議事項（４）の次回委員会について

であります。

まず、次回は７月20日ですが、委員会での執

行部への説明資料要求について、何か御意見や

御要望等はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 特にないようですので、次回の

委員会の内容につきましては、正副委員長に御

一任いただきたいと存じますが、よろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのような形で準備

をさせていただきます。

次に、当日は、執行部からの説明を受けるの

とは別に、農業関連団体と本県の農畜産物にお

ける海外展開の取り組み等について意見交換を

してみてはいかがかと考えております。

具体的には、ＪＡ宮崎経済連に宮崎牛などの

マーケティング戦略や、宮崎くみあいチキンフ

ーズが輸出拠点とする川南の新工場の取り組み

方針、ミヤチク都農工場の再整備による海外展

開の取り組み方針などについての話を聞き、こ

の委員会の調査活動に反映させたいと考えてお

ります。

先方の御了承がいただければ、当日の日程に

ついては、例えば、午前中に執行部の説明を受

け、午後からＪＡ宮崎経済連との意見交換とい

うような形で実施してはと考えております。何

か今のことで御意見はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 特に、御意見もないようですの

で、農業関連団体との意見交換会を行う方向で

準備を進めてもよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのような方向で調

整をさせていただきたいと思います。

最後に、協議事項（５）のその他で、委員の

皆様から何かございませんか。ありますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 ないですね。

次回の委員会は、７月20日木曜日午前10時か

ら予定しておりますので、よろしくお願いいた

します。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。

午前11時21分閉会


